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説明資料中、以下の略称を使用しております。

所法 ・・・ 所得税法

所令 ・・・ 所得税法施行令

所基通 ・・・ 所得税法基本通達
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非居住者に関する税務
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（本資料では、掛金の本人拠出がない前提でのご説明としております）
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非居住者の定義

非居住者とは、日本国外に住所を有している、又は１年以上居所を有している個人を指します。

（１）非居住者とは

＜所得税法＞

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

三 居住者 国内に住所を有し、又は現在まで引き続いて一年以上居所を有する個人をいう。

五 非居住者 居住者以外の個人をいう。

個人の生活の本拠をいい、生活の本拠かどうかは客観的事実によって判定する住所

その人の生活の本拠ではないが、その人が現実に居住している場所

例）仕事での赴任地、老人ホーム、長期入院中の病院等
居所

■判定時期

居住者／非居住者の判定は、以下のタイミングで行います。

一時金 年金

給付事由が生じた日

所得年分の判定に準じた考えになります。

規約に定める給付日

支給対象月とは異なります。

3

<根拠法令：所基通２－１＞

＜根拠法令：国税庁ＨＰタックスアンサーNo.2012＞
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非居住者への一時金給付（退職所得）

（２）非居住者の税務（一時金）

非居住者に支払う一時金（退職所得）については、退職所得控除の適用を受けることが出来ません。

支払時には居住者であった期間に行った勤務に対応する部分に対して、20.42％の所得税を源泉徴収します。

一時金給付額

国内勤務期間

総勤務期間
×× 20％ × 102.1%

（復興特別所得税）

所得税額 ＝

＜非居住者の一時金（退職所得）所得税額＞

非居住者かどうかは「給付事由が生じた日」時点で判定します。

給付事由が生じた日：原則、給付額の算定基準日。ただし、会社退職金等の支払いがある場合は

当該会社退職金の支払時期（退職日）と同じ時点。（所得年分の判定に準じた考えになります。）

＜一時金給付における非居住者の判定時期＞

＜根拠法令：所法169・170条、所基通161-41＞

会社退職金
DB

所得年分：Ｒ２年
課税区分：非居住者

R1年 R2年 R3年 R4年

退職

非居住者 居住者

パターン①

所得年分：Ｒ２年
課税区分：非居住者

退職

非居住者 居住者

繰下げ
DBDB

会社退職金

R1年 R2年 R3年 R4年

会社退職金：退職時に受取

ＤＢ一時金：退職時に受取

パターン② 会社退職金：退職時に受取

ＤＢ一時金：帰国後に受取 受取った時点で国内居住者でも、

所得年分判定時に非居住者

だった場合は非居住者として課

税します。

4

非居住者については、地方税は課税されません。
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（２）非居住者の税務（一時金）

計算例（一時金給付）

非居住者への一時金給付に係る源泉徴収税額の計算は以下のようになります。

国内勤務期間（5,479日） 非居住者期間（1,826日）

総勤務期間（7,305日）

＜前提＞

①一時金給付額：2,000万円 ②国内勤務期間： 15年(5,479日) ③総勤務期間： 20年(7,305日)

※1 端数処理せず
※2 円未満切捨

2,000万円
（一時金給付額）

5,479日（国内勤務期間）

7,305日（総勤務期間）
×× ２０％ × 102.1%

（復興特別所得税）

3,063,139円
（源泉徴収税額）

＝
※1 ※２

＜計算式＞

出国 退職

この場合、長年国内で勤務した者が、たまたま海外に転勤し非居住者のまま退職すると、国内勤務のまま

退職した者と比較して税負担が不公平に･･･

非居住者は、一時金を受取った際に選択課税の適用を受けることが出来ます。

５
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（２）非居住者の税務（一時金）

選択課税とは

非居住者への退職手当等については、本人の選択により、今回の退職に基づいてその年度中に支払われる退職手当等の総額を

居住者が受けたものとみなして、居住者と同じ課税を受けることができます。選択課税の適用を受けるためには、確定申告を

行う必要があります。

➢ 前ページにおける例

①退職一時金額：2,000万円 ②国内勤務期間：15年 ③総勤務期間：20年

＜選択課税を適用（居住者として課税）＞

国内勤務期間（15年） 非居住者期間（5年）

総勤務期間（20年）

出国 退職

2,000万円
（一時金給付額）

800万円
（退職所得控除）

×－ 1/2 × 102.1%
（復興特別所得税）

788,722円＝20% 427,500円－ ×

（計算式）

（ ）

6

＜根拠法令：所法171・173条＞

年金受給中の一時金選択等、収入すべき時期が遡る場合、請求をすることができる日（※）より５年を経過している場合は、原則として

消滅時効により選択課税（還付請求）ができません。

※収入すべき時期＝所得年。 請求をすることができる日＝収入すべき時期の翌年1月1日

＜選択課税における時効＞

＜根拠法令：国税通則法74条＞

※1 端数処理せず
※2 円未満切捨

※1

※２
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（２）非居住者の税務（一時金）

非居住者への一時金給付（一時所得）

非居住者に支払う一時金が一時所得の場合、原則として、給付額に対して20.42％の所得税を源泉徴収します。

＜主な一時所得＞

退職手当等で一時所得となるケースは、①年金受給中の一部一時金選択、②在職中の一時金選択 等があります。

年金受給中（100%)
年金（50%)

一部一時金選択

一時金（50%) ⇒ 一時所得

例：年金受給中の一部一時金選択のパターン

一時金給付額 × 20％ × 102.1%
（復興特別所得税）

源泉徴収税額 ＝

ただし、租税条約の適用を受け、日本国内非課税となるケースがあります。

租税条約については、10ページ以降で詳しくご説明します。

第18条
次条(2)の規定が適用される場合を除くほか、過去の勤務につき一方の締約国（フィリピン）の居住者に支払われる
退職年金 その他これに類する報酬 及び一方の締約国の居住者に支払われる保険年金に対しては、当該一方の締
約国（フィリピン）においてのみ租税を課することができる。

例：日比（フィリピン）租税条約より抜粋

＜非居住者の一時金（一時所得）所得税額＞

7
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（３）非居住者の税務（年金）

非居住者への年金給付

非居住者に支払う年金給付については、一定額を控除した後、２０.42％の所得税を源泉徴収します。

公的年金等の支給金額 控除額 ×ー ２０％ × 102.1%
（復興特別所得税）

源泉徴収税額 ＝

＜非居住者の年金給付に係る源泉徴収税額＞

＜非居住者の判定時期＞

（ ）

＜控除額＞

年齢※ 控除額

65歳以上 9.5万円×年金の額に係る月数

65歳未満 5万円×年金の額に係る月数

非居住者の判定時期は規約に定める支給日となります。支給対象月とは異なりますのでご留意ください。

対象月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

支給月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

➢ ケース：偶数月に直近2ヶ月分を給付する制度の場合

9月30日より非居住者となった場合でも、10月1日給付分（支給対象月：8・9月）から非居住者として課税します。

9/29に出国

※1 端数処理せず
※2 円未満切捨

※1 ※２

居住者 非居住者

８

＜根拠法令：所法161条1項12号ロ＞

＜根拠法令：所法169条1項3号、租税特別措置法41条の15の3 1項3号＞

※年齢は年金支給日が属する年の12月31日現在で判定し、誕生日の前日

に1歳加算します。

例）1958年1月1日生まれの方は、2022年12月31日に65歳となります。



Copyright © 2022 SUMITOMO MITSUI TRUST BANK, LIMITED All rights reserved.

（３）非居住者の税務（年金）

計算例（年金給付）

非居住者への年金給付に係る所得税額の計算は以下のようになります。

これを回避するため、その居住地国と日本との間で締結されている租税条約に定めるところにより、「租税条

約に関する届出書」を提出することによって、日本での課税の免除を受けることができる場合があります。

＜前提＞ ①年金月額10万円 ②偶数月払で1回あたり2ヶ月分の給付

③63歳 ④租税条約の届出無し

20万円
（公的年金等の支給金額）

10万円
（控除額） ×ー 20％ × 102.1%

（復興特別所得税）
（ ）

＜計算式＞

20,420円
（所得税額）

＝

なお、上記は日本国内での課税であり、居住地国（海外）でも現地法に基づき、課税されることになります。

この場合、日本と居住地国との二重課税となる可能性が生じます。

9
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（３）非居住者の税務（年金）

租税条約とは

正式名称は「所得に対する租税に関する二重課税の回避及び脱税の防止のための日本国と○○国との間の条約」といい、

主に二重課税を回避する目的で締結された条約を指します。

この租税条約による源泉徴収に関する特例は、各国との租税条約の内容により幾分異なりますが、

所定の届出書を提出することにより、退職年金の場合は所得税が免除される場合があります。

なお、相手国との租税条約が締結されていない場合は、国内法が適用されることになります。

■租税条約の適用を受ける場合（国内非課税）

その居住地国と我が国との間で締結されている租税条約
に、居住地国でのみ課税（国内免税）される規定がある

「租税条約に関する届出書」を支払い日の前日までに支払
者を経由して税務署長に提出している

源泉徴収が免除される

日本 居住地国

原則 課税 課税

租税条約（年金条項）適用あり 届出書提出により非課税 課税

10
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（３）非居住者の税務（年金）

■代表的な例

※2 ドイツは租税条約締結国であり、退職年金の条項もありますが、日本国内における課税が認めら
れています。ロシア・デンマーク・ベルギー・アイスランド等も同様になります。（例外）

※1 米国の場合は、租税条約の適用を受けるために必要な手続きが異なります。詳細は次ページ
をご参照下さい。

日本 居住地国

原則 課税 課税

租税条約（年金条項）適用あり 届出書提出により非課税 課税

租税条約適用あり（ドイツ等） 課税
課税

（ただし、日本国内課税分を控除可）

租税条約締結国 租税条約
非締結国退職年金条項あり 退職年金条項なし

米国（※1）
中華人民共和国
大韓民国
香港
インドネシア
ドイツ（※2）ほか

タイ
カナダ
スウェーデン
南アフリカ

台湾
キューバ
モンゴル
イラン
アルジェリア ほか

11
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（３）非居住者の税務（年金）

※2 「租税条約に関する届出書」・「特典条項に関する付表」・「居住者証明書」の書面については、必ず一緒にご提出
をお願いいたします。提出いただきました書面に不足がある場合及び記載内容に不備がある場合は、お手続きができ

ないことからご返却をさせていただきます。 記入例は、次ページ以降をご参照下さい。

居住国 提出物 入手先

米国

①変更届等
変更（兼給付返戻金再送金）指図書・・・弊社用度品

（No.23098）

②租税条約に関する届出書
（様式9）※2

国税庁HP

③特典条項に関する付表
（様式17）※2

国税庁HP

④居住者証明書 ※2
（FORM6166）

年金受給者よりＩＲＳ（米国内国歳入庁）に申請いただき、入手いただくこと
が可能です。申請後、居住者証明書が発行されるまでに時間を要しますの
でご注意ください。 なお、ＩＲＳ（米国内国歳入庁）以外で発行された書類を
代替することは認められておりませんのでご注意ください。

米国以外

①変更届等
変更（兼給付返戻金再送金）指図書・・・弊社用度品

（No.23098）

②租税条約に関する届出書
（様式9）

国税庁HP

■ご提出書類

年金受給者さまが海外に居住された（非居住者となった）場合に弊社宛にご提出いただく書類は以下の通りです。

書類等のご提出が遅延いたしますと、追加納税および追加納税にかかる延滞税・不納付加算税の賦課、書面提出等のお手続きが別途

発生する可能性がございますのでご注意ください。

※1 年金受給者さまが非居住者となった場合の事務フローは、１６ページをご参照下さい。

12
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（３）非居住者の税務（年金）

■変更指図書の記入例

①受給者さまの基本情報

受給者さまの現在の登録内容をご記入ください。

②出国日・入国日・海外での転居日

当該日付をもって居住者・非居住者の判定基準日
としますので、必ずご記入ください。

③現住所（海外住所）

国名は必ずご記入ください。
アルファベットにてご記入ください。（中国等に関し
てもアルファベットでご記入ください）

④通信先住所

現住所（海外住所）とは異なる住所（国内住所等）へ
の郵送を希望される場合にご記入ください。

⑤通信先の取消

海外から帰国された事等に伴い、通信先住所が不
要となる場合に✔を付けてください。

⑥氏名

婚姻等で氏名がアルファベットになった場合でも、
フリガナはカナ文字でご記入ください。

１

２

３

４

５

６

13
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（３）非居住者の税務（年金）

■租税条約に関する届出書の記入例 「租税条約に関する届出書」は２部ご提出いただく必要がございます。

ボールペン等で記入する際は、コピーするのではなく、2部ともボールペン等でご記入ください。

給付内容をご記入ください。

年金受給者さまのご記入欄

お客さまのご記入欄

年金受給者さまのご記入欄

14
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（３）非居住者の税務（年金）

■特典条項に関する付表（米）の記入例

受給者さま氏名の記入

15

「特典条項に関する付表」は２部ご提出いただく必要がございます。

ボールペン等で記入する際は、コピーするのではなく、2部ともボールペン等でご記入ください。



Copyright © 2022 SUMITOMO MITSUI TRUST BANK, LIMITED All rights reserved.

（４）非居住者の変更事務

住所変更事務

年金受給者さまから海外住所へ転居した旨の連絡があった場合の事務の流れをご説明します。

年金受給者さま お客さま

弊社
（大阪千里） 税務署

・住所変更届
・証明書類
・租税条約届出書

・住所変更指図書
・租税条約届出書

・租税条約届出書（2部提出）

・租税条約届出書1部返却

＜居住者から非居住者へ変更する場合＞

支給月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

9/1に出国

変更指図書登録のタイミングによっては還付／追加納税が発生します。

➢ 居住者としての課税額 ＞ 非居住者としての課税額 ⇒ 本来よりも多く納税した：還付

➢ 居住者としての課税額 ＜ 非居住者としての課税額 ⇒ 本来よりも納税額が少なかった：追加納税

変更指図書の登録（12/1より非居住者として登録）

10/1に居住者として支払

＜例＞ 偶数月払で1回あたり2ヶ月分の給付

9月2日より非居住者となったが、変更指図書（居住者→非居住者）が11月に提出された場合。

１部返却後、非居住者として登録

16



本資料は、作成日において弊社が信頼できると判断した情報等に基づいて作成したものであり、その情報の正確性・確実性について保証するものではありません。今後の
金融情勢・社会情勢等の変化により、内容が変更となる場合がございます。
また、本資料は、法律・会計・税制上の助言をなすものではないため、法律・会計・税制上の取扱いについては各専門家にご確認くださいますようお願い申し上げます。


